
r7物価_3_2

228,874 228,874

188,960 27,245                                     

38,394 68,610                                     

-                        -                                             

93,105                                     

-

-                        224,560                                   

- 413,520                                   

224,560               28,669                                     

8,638                   5,729                                       

-                        -                                             

3,996                                       

228,874               23,043                                     

188,960               

224,560               

47,032                 -                                             

-                        -                                             

689,426               -                                             

-                                             

-                            0 703,831                                   

総務省

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助
対象外経費等）

総事業費に係る
事務費

合計 1,846,071 1,846,071 306,998 413,520 47,032 0 115,491 963,030 0

令和6年度住民税均等割非課税世帯（3万
円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○

久喜市物価高騰対応重点支
援給付金（令和６年度住民
税非課税世帯等分）給付事
業

久喜市定額減税補足給付金
（不足額給付）給付事業

Ⅱ．物価高の克服 ○ － 460,552 460,552 0 413,520 47,032 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　13,547世帯×30千
円、子ども加算　1,217人×20千円、、定額減税を補足する
給付（うち不足額給付）の対象者　27,401人　(513,770千
円）　　のうちR7計画分
事務費　47,032千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（13,547世帯）、定額減
税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（27,401
人）

－ ○ － R7.3 R7.12
対象世帯に対して令和7年3月までに支
給を開始する

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

ホームページ、広報誌 R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
2

令和６年度低所得世帯支援枠等関連の給
付費

（家計急変への横出し等・R6補正）
3

事務費
（上乗せ・横出し）

4

R7補正推奨事業メニューのうち
食料品の物価高騰に対する特別加算

（市区町村のみ記載）
5 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○

物価高騰支援「くらし応援商
品券」配付事業

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

①食料品の
物価高騰に
対する特別

加算

④消費下支
え等を通じた
生活者支援

845,420 845,420 845,420 87,920

①物価高騰の影響を受けている市民を応援するとともに、
地域経済の活性化を図るため、食料品をはじめとする生活
用品を購入するための商品券を配付する。
②需用費、役務費、委託料
③需用費
　　消耗品費：300,000円
　役務費
　　郵送料：32,335,000円
　　点字翻訳料：1,000円
　委託料
　　商品券発行等業務委託料：806,584,000円
　　商品券発送準備業務委託料：6,200,000円
④基準日（令和８年１月１日）時点で久喜市に住民登録が
ある市民

－ － － R7.12 R8.2 R8.3
対象者に対し、令和8年2月までに配布を
開始する

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

商品券に使用期限を設け、利用可能店舗から実
績を報告させ使用実績を把握する。

市ホームページ、広報紙 R7補正（地）

市区町村でR7補正①の事業について複数計画している
場合は、１つをNo.５に記入の上それ以外はNo.６以降に
記入しL列で当該推奨事業メニューを選択してください。
都道府県でR7補正①の事業を計画している場合は、
NO.6以降に記入しL列で当該推奨事業メニューを選択し
てください。

6 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
省エネ家電買い換え促進事
業

Ⅱ．物価高の克服 ○

④省エネ家
電等への買
い換え促進
による生活者
支援

19,749 19,749 19,749

①エネルギー価格高騰の影響を受ける市民の電気料金の
負担を軽減するとともに、家庭における温室効果ガス排出
量の削減を図るため、省エネルギー性能の高いエアコンや
冷蔵庫（省エネ家電）への買い換えを支援する。
②補助金（省エネ家電購入費の2分の1を補助）、委託料、
役務費
③補助金　17,000千円
　 内訳（市内本店法人：補助上限50,000円）
　  　　　50,000円×52件＝2,600千円
　  　　 （市内本店法人以外：補助上限30,000円）
　  　　　30,000円×480件＝14,400千円
　人材派遣業務委託料　1,950円×7時間×延べ174人×
1.1＝2,613千円
　通信運搬費　110円×600件＝66千円
　口座振替手数料　81円×600件×1.1＝54千円
　組戻手数料　　　800円×18件×1.1＝16千円
④省エネ家電へ買い換えた市民

－ － － R7.6 R7.8 補助件数532件 ② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

ホームページ R7補正（地）

7 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
プレミアム付デジタル商品券
発行事業

Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

103,211 103,211 103,211

①PayPayを活用したプレミアム付デジタル商品券発行事業
を実施することで、物価高騰の影響を受けている生活者へ
の支援を図る。付随して市内事業者への支援につながり地
域活性化に寄与する。
②事務費
③
ア　需用費（消耗品費）　300千円
イ　業務委託料（プレミアム原資　80,000千円、運営費・チラ
シ作成・手数料等 22,911千円）＝102,911千円
④市内商店、消費者

－ － － R7.4 R8.3

PayPayを活用したプレミアム付デジタル
商品券発行事業を実施することで、物価
高騰等の影響を受けている生活者への
支援を図る。付随して市内事業者への支
援につながり地域活性化に寄与する。
対象事業者　約700事業者
商品券購入者　約8,000人
（発行総数80,000口÷10口/1人）
発行（利用）総額　480,000,000円
（うち、プレミアム分　80,000,000円）

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

商品券に使用期限を設け、利用可能店舗から実
績を報告させ使用実績を把握する。

ホームページ、市公式SNS、広報紙、チラシ、ポ
スター R7補正（地）

8 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
会計年度任用職員給与費(プ
レミアム付デジタル商品券発
行事業対応分)

Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

3,456 3,456 3,456

①PayPayを活用したプレミアム付デジタル商品券発行事業
を実施することで、物価高騰の影響を受けている生活者へ
の支援を図るため、その事務作業を行う会計年度任用職員
を任用する。
②会計年度任用職員給与
③給料　216,800円×8月＝1,734,400円≒1,735,000円
地域手当　10,840円×8月＝86,720円≒87,000円
通勤手当　5,300円×8月＝42,400円≒43,000円
期末・勤勉手当　978,282円≒979,000円
共済費　52,359円×8月＋期末分193,489円＋特定健康診
査146円＝612,507円≒612,000円
④市内商店、消費者

－ － － R7.4 R7.11

PayPayを活用したプレミアム付デジタル
商品券発行事業を実施することで、物価
高騰等の影響を受けている生活者への
支援を図る。付随して市内事業者への支
援につながり地域活性化に寄与する。
対象事業者　約700事業者
商品券購入者　約8,000人
（発行総数80,000口÷10口/1人）
発行（利用）総額　480,000,000円
（うち、プレミアム分　80,000,000円）

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

商品券に使用期限を設け、利用可能店舗から実
績を報告させ使用実績を把握する。

ホームページ、市公式SNS、広報紙、チラシ、ポ
スター R7補正（地）

9 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
総合事務組合負担金事業(プ
レミアム付デジタル商品券発
行事業対応分)

Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

173 173 173

①PayPayを活用したプレミアム付デジタル商品券発行事業
を実施することで、物価高騰の影響を受けている生活者へ
の支援を図るため、その事務作業を行う会計年度任用職員
を任用するに当たり必要となる総合事務組合負担金を支出
する。
②総合事務組合負担金（会計年度任用職員）
③21,680円×8月＝173,440円≒173,000円
④市内商店、消費者

－ － － R7.4 R7.11

PayPayを活用したプレミアム付デジタル
商品券発行事業を実施することで、物価
高騰等の影響を受けている生活者への
支援を図る。付随して市内事業者への支
援につながり地域活性化に寄与する。
対象事業者　約700事業者
商品券購入者　約8,000人
（発行総数80,000口÷10口/1人）
発行（利用）総額　480,000,000円
（うち、プレミアム分　80,000,000円）

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

商品券に使用期限を設け、利用可能店舗から実
績を報告させ使用実績を把握する。

ホームページ、市公式SNS、広報紙、チラシ、ポ
スター R7補正（地）

10 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
水道事業会計負担事業(基
本料金の減免)

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

物価高騰の負担増は全ての市民が直
面しており、基本料金を減免することに
より、公平に負担を軽減できるため。

180,409 180,409 180,409

①物価高騰等に直面する市民や事業者の負担を軽減する
ため、水道料金の基本料金２か月分を免除する。
②水道料金の基本料金２か月分、システム改修委託料
③口径13ミリ38,249件×910円（基本料金）×2ヶ月分＋口
径20ミリ31,116件×1,280円（基本料金）×2ヶ月分＋口径
25ミリ526件×4,900円（基本料金）×2ヶ月分＋口径30ミリ
171件×8,400円（基本料金）×2ヶ月分＋口径40ミリ224件
×16,320円（基本料金）×2ヶ月分＋口径50ミリ141件×
29,150円（基本料金）×2ヶ月分＋口径75ミリ以上46件×
77,000円（基本料金）×2ヶ月分＝179,913,400円
システム改修費用495,000円
④市民及び事業者（公共施設の契約（指定管理者は除く）
は除く）

－ － － R7.7 R7.9

市内の水道契約者（庁舎等の契約を除く
全て）の水道料金の基本料金を免除する
ことで、経済的な負担を軽減することを目
標とする。
見込件数：70,473件

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定 水道事業者 市ホームページ、広報紙、検針票 R7補正（地）

11 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○ 高齢者応援商品券配付事業 米国関税措置 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

63,225 63,225 63,225

①物価高騰の影響を受けている高齢者を応援するため、商
品券を配付する。
②報償費、役務費、委託料
③報償費
　　商品券：2,000円×24,000人=48,000,000円
　役務費
　　郵送料：451円×16,330世帯=7,364,830円
　委託料
　　商品券発行等業務委託料：6,754,640円
　　商品券発送準備業務委託料：1,104,774円
④令和7年9月1日時点で久喜市に住民登録があり、令和７
年度中に７７歳以上となる高齢者

－ － － R7.7 R8.3
対象者に対し、令和7年度末までに配付
を完了する

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

商品券に使用期限を設け、利用可能店舗から実
績を報告させ使用実績を把握する。

市ホームページ、広報紙 R7補正（地）

12 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
子育て世帯応援商品券配付
事業

米国関税措置 ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴う
子育て世帯
支援

52,266 52,266 52,266

①物価高騰の影響を受けている子育て世帯を応援するた
め、商品券を配付する。
②報償費、役務費、委託料
③報償費
　　商品券：2,000円×21,500人=43,000,000円
　役務費
　　郵送料：451円×6,000世帯=2,706,000円
　委託料
　　商品券発行等業務委託料：6,123,143円≒6,124,000円
　　商品券発送準備業務委託料：435,600円≒436,000円
④令和7年9月1日時点で久喜市に住民登録があり、平成１
９年４月２日以降に生まれたこども

－ － － R7.7 R8.3
対象者に対し、令和7年度末までに配付
を完了する

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

商品券に使用期限を設け、利用可能店舗から実
績を報告させ使用実績を把握する。

市ホームページ、広報紙 R7補正（地）

13 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
子育て世帯元気応援給付金
給付事業

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○
③物価高騰
に伴う子育て
世帯支援

107,500 107,500 107,500 0

①物価高騰の影響を受けている子育て世帯を応援するた
め、子育て世帯元気応援給付金を給付する。
②負担金・補助及び交付金
③負担金・補助及び交付金
　　子育て世帯元気応援給付金：107,500,000円
④平成１９年４月２日から令和８年３月３１日までに生まれ
たこども

－ ○ － R7.12 R8.3 R8.3
対象者に対し、令和8年3月までに給付を
開始する

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

市ホームページ、広報紙 R7補正（地）

14 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 住宅等防犯対策補助事業
Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○
④消費下支
え等を通じた
生活者支援

10,110 10,110 10,110 110

①地域における防犯・安全対策を強化するため、個人住宅
向けの防犯機器等の設置費用に対し、補助金を交付する。
②役務費、負担金・補助及び交付金
③役務費
　　郵送料：110,000円
　負担金・補助及び交付金
　　住宅等防犯対策補助金：10,000,000円
④市内戸建て住宅又は共同住宅に居住している世帯の世
帯主

－ ○ － R7.12 R8.3 R8.3
令和8年3月までに、申請の受付を開始
する

① HP、広報誌、事業チラシにて明記済みあるい
は予定

対象分野に関連
しない

市ホームページ、広報紙 R7補正（地）
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「推奨事業メニュー例よりも更に
効果があると判断する地方単独事
業」を選択した場合の、より効果
があると考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ
Ｂ２

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の
通知の発出状況に定義されている対象分野)

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品
分野」「中小企
業・小規模事業者
の賃上げ環境整
備」における細分

化項目

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A

等ふまえた対応について記載

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
備考5 自治体での予算区分

支援開始時
期

事業終期
成果目標（可能な限り定量的指標を

設定）
国の重点支援地方交付金が活用されている

旨の明記

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

※参考
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明
記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付

金等
基金 事業始期

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

交付対象事業の名称
経済対策等との

関係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④に
も関連する場合は、M～O列に追加で選択してくだ

さい。

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

配分予定額計                                       1,608,871 移替先 交付限度額計 1,920,194                                         

小計　交付限度額④
令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分　交付限度額

※事務連絡は該当団体のみに通知 -

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分 配分予定額計
※事務連絡は該当団体のみに通知

小計　交付限度額（R6経済対策分）

872,607               
国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年７月通知分）

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年12月通知分）

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用） 90,423                                              

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥
872,607               

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

※記載は不要
配分予定額計

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

配分予定額計
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
46,838                 

国のR6補正等（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（今回追加分）

推奨事業メニューの本省繰越希望額の調整欄

※【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R7補正）交付限度額⑥ 963,030                                            

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

小計　配分予定額計
（R7予備費分） 46,838                 

小計　交付限度額③ 61,437                                     

※【調整前】本省繰越額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑥ 206,495                                            

配分予定額計
国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

R7経済対策等にかかる本省繰越希望額記載欄
【調整後】本省繰越希望額

（R7補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑥に係る希望額）
（交付限度額⑥を上限とする）

296,918                                      
交付対象経費(地方単独事業費)

（R7経済対策分）
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑥

にかかる交付対象経費 963,030
今回配分予定額

国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正等分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費 115,491

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

【調整後】今回配分予定額
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥
872,607               小計　交付限度額②

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額④
にかかる交付対象経費 -

今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

今回配分予定額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
-                        

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分にかかる交付対象経費
※事務連絡は該当団体のみに通知 -

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年７月18日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年12月２日通知分）

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

小計　配分予定額計
（R7経済対策分）

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費 413,520 （うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分） 472,890                                            

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費 47,032

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

小計　交付限度額（R7経済対策分） 1,169,525                                         

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年5月27日通知分） 46,838

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥　（令和7年12月１６日通知分） 1,169,525

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年12月２日通知分）

令和７年度既配分額
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥
-

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額（R7予備費分）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
（単位：千円）

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

令和７年度既配分額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
46,838

46,838                                              

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年７月18日通知分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費 306,998

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④


